





































































































































































































































































































































































































































































































































	表紙
	はじめに
	目次
	第１章　マクロ経済と建設投資
	１．１　経済と建設投資の動き
	１．１．１　マクロ経済の現状と見通し
	１．１．２　建設投資の現状と見通し
	１．１．３　住宅着工の推移
	１．１．４　民間非住宅建設投資の推移
	１．１．５　政府建設投資の推移
	１．１．６　今後の財政運営の方向

	１．２　公共投資の動向と課題
	１．２．１　公共投資実績の回顧
	１．２．２　公共投資の効果の評価 
	１．２．３　公共投資改革の方向
	１．２．４　公共投資に依存しない地域経済体質の強化


	第２章　建設工事入札・契約制度の動向
	２．１　地方公共団体における入札・契約制度の動向
	２．１．１　「透明性の確保」に関する対応状況
	２．１．２　「公正な競争の促進」に関する対応状況
	２．１．３　まとめ

	２．２民間発注者における入札・契約制度の動向

	第３章　建設産業の動き
	３．１　建設会社の再編・様態変化の動向とそれを促す要因
	３．１．１　建設会社の経営状況
	３．１．２　外資の動向
	３．１．３　再編の動き
	３．１．４　今後の再編に向けての展望

	３．２　建設業の過剰雇用をめぐる状況
	３．２．１　マクロの雇用情勢の動向
	３．２．２　建設業就業者の転職の状況
	３．２．３　建設産業の雇用調整と異業種への進出
	３．２．４　今後の課題

	３．３　総合建設会社と技術力
	３．３．１　総合建設会社の技術とその変化
	３．３．２　組織としての技術力

	３．４　ＩＴと建設産業
	３．４．１　建設行政における電子化計画
	３．４．２　ＩＴを活用した新しいビジネス


	第４章　都市再生
	４．１　国際的に見た東京
	４．１．１　東京の経済的地位
	４．１．２　外国人ビジネスマンから見た東京

	４．２　東京の土地利用の変化
	４．３　民間プロジェクトの現状
	４．３．１　オフィスを中心としたプロジェクトの現状
	４．３．２　不動産開発の現状
	４．３．３　都市開発とファイナンス

	４．４　都市再生への課題
	４．４．１　国際都市東京の課題
	４．４．２　土地利用転換と開発プロジェクトの推進


	第５章　海外の動向
	５．１　海外の建設市場の動向
	５．１．１　各国・地域別の建設市場
	５．１．２　アメリカ
	５．１．３　ヨーロッパ
	５．１．４　アジア

	５．２　米国同時多発テロの経済的影響とその対応
	５．２．１　米国同時多発テロの経済的影響とその対応
	５．２．２　生産性をめぐる論議

	５．３　米国の社会資本整備状況をめぐる論議
	５．３．１　ジョージメイスン大学の日米公共事業比較レポートの紹介
	５．３．２　連邦政府における政策評価制度
	５．３．３　本論文の批判的考察と課題


	参考資料
	Ⅰ　海外の建設市場
	Ⅱ　建設会社業績

	参考データ
	図表目次
	図表１－１－１　マクロ経済の推移（年度）
	図表１－１－２　建設投資の推移（年度）
	図表１－１－３　住宅着工戸数の推移（年度）
	図表１－１－４　民間非住宅投資の推移（年度）
	図表１－１－５　民間非住宅建設投資の推移（年度）
	図表１－１－６　民間非住宅建築着工床面積の推移（年度） 
	図表１－１－７　政府建設投資の推移（年度） 
	図表１－２－１　公共投資関係費主要経費別のシェア 
	図表１－２－２　日本の公的固定資本形成／国内総生産比率の推移
	図表１－２－３　公的固定資本形成／国内総生産比率の国際比較
	図表１－２－４　維持補修費の将来予測 
	図表１－２－５　三大都市圏の人口転入超過数の推移 
	図表１－２－６　公共投資の分野別配分の推移 
	図表１－２－７　公共投資の地域別配分の推移 
	図表１－２－８　公共投資の分野別・地域別配分の推移 
	図表１－２－９　三大都市圏公共投資比率と一人当たり実質都道府県民総生産の変動係数との関係
	図表１－２－１０　社会資本の限界生産性／民間資本の限界生産性比率の推移 
	図表１－２－１１　都道府県別の社会資本ストックの限界生産性
	図表１－２－１２　一人当たりの県民所得と一人当たり公共投資額及び社会資本限界生産性との関係
	図表１－２－１３　一人当たりの県民所得と公共投資依存度との相関係数の時系列変化
	図表１－２－１４　不良債権額の推移（全国銀行）
	図表１－２－１５　アジアの主要空港の比較
	図表１－２－１６　公共事業費と雇用調整補助金の対ＧＤＰ比率の各国比較
	図表１－２－１７　都道府県別高齢者比率と公共投資費、民生・福祉費比率の比較
	図表１－２－１８　公共投資の地域別配分比率の推移と配分基準の考え方
	図表１－２－１９　公共財の分類と国の関与の程度
	図表１－２－２０　地方交付税交付金の逆格差
	図表１－２－２１　地方交付税交付金と「交付税及び譲与税配布金特別会計の借入金残高」
	図表１－２－２２　普通建設事業費の計画と実績との乖離
	図表１－２－２３　一人当たりの歳出額と市町村規模
	図表１－２－２４　中央政府の公共事業部門別シェアの日米比較
	図表１－２－２５　工場立地件数の推移
	図表１－２－２６　本社所在地別立地動向
	図表１－２－２７　産業別雇用吸収人員数
	図表１－２－２８　成長企業の都道府県別分布状況
	図表１－２－２９　成長企業の地域別、業種別雇用者数
	図表１－２－３０　地域の水平的ネットワーク構造の概念
	図表１－２－３１　一人当たり県民所得と域内外収支との関係
	図表１－２－３２　インキュベータ施設の都道府県別の状況
	図表１－２－３３　中心市街地の産業集積の状況
	図表２－１－１　建設企業のインターネット接続状況（内勤部門）
	図表２－１－２　公表している「発注見通し」におけるインターネットの活用状況
	図表２－１－３　インターネットを活用した情報の公表　項目別
	図表２－１－４　予定価格の公表
	図表２－１－５　予定価格の事前公表への評価
	図表２－１－６　各都道府県・政令指定都市の予定価格の公表状況一覧
	図表２－１－７　国土交通省　新たな入札方式の試行
	図表２－１－８　一般競争入札・指名競争入札のメリット・デメリット
	図表２－１－９　一般競争入札導入の最低額の状況
	図表２－１－１０　都道府県・政令指定都市で採用されているより競争性の高い入札方式
	図表２－１－１１　都道府県・政令指定都市の入札方式（団体別）
	図表２－１－１２　競争参加資格への地域用件の設定基準
	図表２－１－１３　設計・施工一括発注方式の採用状況
	図表２－２－１　発注形態の採用割合
	図表２－２－２　発注形態の採用パターン
	図表２－２－３　特命による選定方式の採用割合
	図表２－２－４　複数社との交渉による選定方式の採用割合
	図表２－２－５　施工会社の選定基準（設計施工一括発注形態で複数社との交渉による選定の場合）
	図表２－２－６　施工会社の選定基準（施工一括、施工分離発注で複数社との交渉による選定の場合）
	図表３－１－１　売上の推移
	図表３－１－２　企業数の推移
	図表３－１－３　１社当たり売上高の推移
	図表３－１－４　売上高営業利益率
	図表３－１－５　売上高純利益率
	図表３－１－６　棚卸不動産売上高比
	図表３－１－７　固定資産土地対売上高比
	図表３－１－８　有利子負債売上高比
	図表３－１－９　建設業許可業者数、倒産件数の推移
	図表３－１－１０　業種別合併届出受理件数の推移
	図表３－２－１　日米の完全失業率の推移
	図表３－２－２　求人の方が求職より多い職種
	図表３－２－３　産業別就業者数の推移
	図表３－２－４　職種毎の需給ギャップ
	図表３－２－５　ＵＶ曲線
	図表３－２－６　転職に伴う産業内・間の移動状況
	図表３－２－７　従前建設業就業者の失業期間の変化
	図表３－２－８　従前建設業就業者の収入の増減
	図表３－２－９　雇用調整実施企業割合
	図表３－２－１０　雇用調整を継続予定の企業割合
	図表３－２－１１　異分野への進出予定企業の進出予定分野
	図表３－２－１２　２００１～２００３年度の建設業就業者数の予測
	図表３－３－１　長大トンネル完成の推移
	図表３－３－２　躯体工事の歩掛りの向上
	図表３－３－３　下請完成工事高比率
	図表３－３－４　大手建設会社の全技術職員数に対する現場配属技術職員数の割合
	図表３－３－５　総合建設会社の研修スケジュール（土木業種）
	図表３－３－６　総合建設会社に対する評価
	図表３－３－７　企業が重視している技術力評価の視点
	図表３－３－８　３つの基本戦略
	図表３－３－９　建設生産のプロセス
	図表３－３－１０　建設生産プロセスの軌跡
	図表３－３－１１　問題解決カーブによる期間短縮
	図表３－３－１２　ＫＰIｓの診断シートのグラフ（一部）
	図表３－３－１３　ＫＰIｓのレーダーチャート
	図表３－４－１　ＣＡＬＳ／ＥＣの導入フロー
	図表３－４－２　地方公共団体が早急に取り組むべき事項及び総務省の主な取り組み
	図表３－４－３　ＣＡＬＳ／ＥＣ導入計画の有無（地方公共団体、主体別）
	図表３－４－４　ＣＡＬＳ／ＥＣ対応への取り組み状況（建設企業）
	図表３－４－５　ＣＡＬＳ／ＥＣに対する発注者への要望事項
	図表３－４－６　建設企業の業務とＩＴプラットホーム
	図表３－４－７　ビジネスモデルの比較
	図表３－４－８　建築市場の効果
	図表３－４－９　Ｂ－ＮＥＴのビジネスモデル
	図表３－４－１０　フラットかつ透明性を確保した施工体制
	図表３－４－１１　施工におけるＩＴ利用
	図表４－１－１　世界の大都市圏人口の推移
	図表４－１－２　外国為替市場の日平均総取引高
	図表４－１－３　家計の金融資産構成
	図表４－１－４　働きやすい都市ランキング
	図表４－１－５　職住比率の国際比較
	図表４－１－６　戸建住宅価格の国際比較
	図表４－１－７　外国人ビジネスマンの暮らしに関する不満
	図表４－１－８　オフィスの月額賃料の国際比較
	図表４－１－９　一人当たりの延床面積の国際比較
	図表４－１－１０　アジア主要空港の規模の比較
	図表４－１－１１　アジア主要国における水深15ｍ級コンテナターミナルの整備状況
	図表４－１－１２　アジア諸国のコンテナ取扱量の推移
	図表４－２－１　国内総生産と都内総生産の比較
	図表４－２－２　製造業とサービス業等の都内生産額の構成比
	図表４－２－３　東京都区部に占める工業用地と商業用地等の構成比
	図表４－２－４　未利用地率の比較
	図表４－２－５　都区部の低・未利用地の面積
	図表４－２－６　東京都区部の民有地所有者と一人当たり所有面積の推移
	図表４－２－７　小規模個人宅地の所有者の推移
	図表４－３－１　事務所床面積の推移
	図表４－３－２　東京２３区の事務所着工床と大規模オフィスビル供給量の推移
	図表４－３－３　オフィスワーカー１人当たりの床面積
	図表４－３－４　都心５区の規模別・竣工別比較 
	図表４－３－５　オフィスビルの問題点
	図表４－３－６　大型都市開発計画の流れ
	図表４－３－７　公団の事業イメージ
	図表４－３－８　都市公団の土地取得状況
	図表４－３－９　東京圏のオフィスにおける利回り等の動向
	図表４－３－１０　国内銀行担保別貸出残高の推移
	図表４－３－１１　不動産証券化の基本スキーム（資産流動化タイプ）
	図表４－３－１２　ＲＥＩＴの仕組み（資産運用タイプ） 
	図表４－３－１３　不動産開発のフェイズとファイナンス（イメージ）
	図表４－４－１　主要各国の株式時価総額（１９９９年） 
	図表４－４－２　貯蓄の種類別現在残高の構成比推移（勤労者世帯）
	図表４－４－３　１軒当たりの停電時間
	図表４－４－４　ＢＩＤにおける典型的な活動内容
	図表４－４－５　世界主要各国の国際線着陸料比較
	図表４－４－６　都市再生ファンド
	図表５－１－１　各国・地域別の建設市場
	図表５－１－２　アメリカ実質ＧＤＰの推移　
	図表５－１－３　四半期別実質ＧＤＰ成長率の推移（１９９６年基準の実質値） 
	図表５－１－４　アメリカの建設投資の推移
	図表５－１－５　民間住宅着工戸数の推移
	図表５－１－６　公共工事の分野別推移
	図表５－１－７　建設業就業者数の推移
	図表５－１－８　失業率の推移
	図表５－１－９　西欧１５カ国の実質ＧＤＰの推移 
	図表５－１－１０　東欧４カ国の実質ＧＤＰの推移 
	図表５－１－１１　２０００年の西欧１５カ国のＧＤＰと建設市場
	図表５－１－１２　２０００年の東欧４カ国のＧＤＰと建設市場
	図表５－１－１３　アジア諸国のマクロ経済の動向と見通し
	図表５－１－１４　２０００年のアジア諸国の建設投資 
	図表５－２－１　ニューヨーク市における米国同時多発テロの経済的影響
	図表５－２－２　ニューヨーク市における米国同時多発テロの雇用への影響
	図表５－２－３　ニューヨーク州開発公社及び下部組織
	図表５－２－４　緊急対策基金に対する大統領支出承認額内訳
	図表５－２－５　実質ＧＤＰ一人当たりの成長率 
	図表５－２－６　従業員一人当たり実質生産高伸び率
	図表５－２－７　コンピューター、ソフトウェア、テレコミュニケーションの最終売上高
	図表５－２－８　年間実質生産又はＧＤＰ成長に対するコンピューターハードウェアの貢献度
	図表５－２－９　１９９５年生産性の加速的伸びに対する貢献度合い
	図表５－２－１０　ＩＴ投資と生産性相関図
	図表５－２－１１　建設業と非軍事全産業の労働生産性比較
	図表５－３－１　日米間の政策実施の違い
	図表５－３－２　政府支出の内訳
	図表５－３－３　連邦政府インフラ投資的支出の内訳
	図表５－３－４　連邦政府支出内訳（２０００年度１兆７９８０億ドル）
	図表５－３－５　政府支出総計における自由裁量支出の％割合


